
資料 1 

犯罪予防や安全確保のためのカメラ画像利用に関する有識者検討会 

開催要綱（案） 

 

１．目的 

 顔識別機能付きカメラの高性能化及び低価格化に伴い、事業者が容易に、犯罪予防や安全

確保のために、顔識別機能付きカメラを利用することが可能となっている。 

 顔識別システムは、カメラ画角内に特定の人物が存在しているか瞬時に自動で把握できる

ことから、犯罪予防の観点からは有効なシステムである。他方、遠隔で個人を識別すること

が可能であるという技術的特性上、その運用次第では、受忍限度を超える個人のプライバシ

ー侵害等を生じさせるリスクをはらむ。 

このような犯罪予防や安全確保のためのカメラ画像の利用については、我が国においては

未だ社会的なコンセンサスが形成されておらず、また海外においても、適切な利用の在り方

が模索されている状況にある。 

 当委員会としては、これまでも、顔識別機能付きカメラ利用に係る一定の考え方を示して

いるところではあるが、上記のような内外の動向も踏まえ、公共空間における犯罪予防や安

全確保のためのカメラ画像の適正な利用の在り方について、包括的に整理を行うこととする。 

 

２．検討事項 

・顔識別システムの利用が有効かつ必要であると考えられる場面 

・個人情報保護法に基づいて求められる対応 

・事業者の自主的取組として推奨される対応 

・その他推奨される取組（認定個人情報保護団体制度の活用等） 

 

３．構成員 

 別紙参照 

 

４．検討会の運営 

・検討会に座長を置く。 

・検討会は、原則として非公開とする。 

・議事概要については、案を事務局において作成し、参加者の確認を受けた上で公開する。 

・配布資料については原則公開する。ただし、座長が必要と認める時は非公開とすることが

できる。 

・座長が必要と認めるときは、構成員以外の者の出席を求めることができる。 

・このほか、検討会の運営に関し必要な事項は座長が定める。 

 

５．運営事務局 

・検討会に係る運営事務は、個人情報保護委員会事務局個人情報保護制度担当室が行う。 
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